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特集：マイクロ波加熱・高周波誘電加熱の最新動向

1． はじめに

筆者らがマイクロ波半導体発振器を使い始めた
2005 年当時は、国内外の講演でマイクロ波半導体発
振器を加熱へ利用した話をすると、「高価・低出力・
低電力転換効率だからマグネトロンの代替えにはなら
ないよ」と何度か言われたことがあった。しかし、こ
こ数年の間でこれらの問題点が改善され、このような
話をする人はほとんどいなくなった。現在では、例え
ば値段の問題について、1.3 kW 出力のマイクロ波半
導体発振装置（電源や水冷機などもすべて込み）が、
40 万円で販売されており、今後さらに値下がりが続
くといわれている。この価格は、一部の産業用マグネ
トロン発振装置より安く、すでに価格面での難点は無
くなりつつある。一方、最大出力の問題も、6 kW の
半導体発振器がすでにカタログ販売されており、合成
波を利用することでさらなる高出力発振が可能であ
る。また、マイクロ波への変換効率も GaN を用いる
ことで 70% を超える試作品も発表されている。驚く
ことではあるが、「10 年ひと昔前」という言葉ではな
く、まさに「1 年ひと昔前」という言葉が合致するが
ごとく技術革新が進んだ。また、ハード面の進歩に伴
い利用事例も少しずつ増えてきており、研究と市場の
両面から注目されている分野である。筆者らは、公平
な立場でマグネトロン発振器と半導体発振器の特徴を
体系化してきたが、さらに半導体発振器でなければで
きない化学反応 1）や生体関連物質反応 2）なども多数
見つかってきた。また、社会実装に近い応用分野の研
究も並行して行っており、これらについても半導体発
振器の特徴を生かす工夫をしてきた。本稿では、特に

後者（社会実装）の中で、電子レンジ、水素エネルギー、
植物育成に関する研究について、「なぜ半導体発振器
が適しているのか？」を中心に紹介をする。

2． 電子レンジへの応用

2. 1　電子レンジ
我が国における国産第一号の電子レンジは、1962

年に業務用として発売され、火を使わずに加熱できる
新しい高速調理器具として PR された。販売当初は、
レストランや新幹線の食堂車に装備され、話題となり、
家庭用電子レンジの販売（1965年）につながった。
しかし、高価格と和食文化の壁に阻まれ、普及したの
は核家族化と個食化が進展した 70 年代後半と言われ
ている。普及後には、販売台数が一時低下したが、
1977 年に電子レンジにオーブン機能を付加したオー
ブンレンジが発売され、販売台数が再度増加した。
1978 年には熱風循環式オーブンレンジが発売され、
熱風との併用によってマイクロ波法の欠点である食品
の表面加熱を補助できるようになった。近年でも、電
子レンジの進化が続いており、家庭における調理器具
としての存在感は薄れていない。しかし、調理器具の
進化を続けている電子レンジであるが、マイクロ波加
熱の性能向上はほとんど進んでいない。筆者は全く新
しいマイクロ波調理器具を試作することで、電子レン
ジの技術革新に貢献できると考え、企業の協力の下で
研究を続けてきた。

電子レンジで長年使われてきたマグネトロン発振器
は、安価で高出力発振が可能であるが、マイクロ波を
高精度に制御することはできない。これを行うには通
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信やレーダー分野で使われている半導体発振器に変え
る必要がある。昔から半導体発振器を電子レンジに利
用する試みがあったが、装置サイズや価格面で利用で
きるものがなく、実用化にはいたらなかった。しかし、
近年では超小型化や低価格化が進み実用性度が高くな
り、電子レンジに十分実使用できると、多くの企業が
試算している。半導体発振器とマグネトロン発振器の
機能および性能の比較を表 1 にまとめた。

既存の電子レンジに内蔵されているマグネトロン発
振 器 か ら 発 生 す る マ イ ク ロ 波 周 波 数 は、2.45 ±
0.02 GHz に分布しているが、半導体発振器から発生す
るマイクロ波の周波数は、2.45000 GHz である（図 1）。
マグネトロン発振器が不規則にブロードなマイクロ波
を発生させているのに対して、半導体発振器は周波数
範囲が著しく狭く、またその変動も無いため、マイク
ロ波を一定強度で連続に発振できる。この特徴を利用
するとマイクロ波の位相を精密に制御することができ
るため、電子レンジ庫内の空間で位相合成し食品の選
択加熱を行うことができる。このような現象をマイク
ロ波の食品加熱に応用することで、電子レンジの新し
い機能を提案することを考えた。

2. 2　インテリジェント電子レンジの試作
現在のインテリジェント電子レンジの最新型試作機

は 4 号機目であり（図 2）、お刺身弁当のようなもの
を入れてもご飯だけを選択加熱することができる。半
導体発振器ユニットの利点はマグネトロン発振器ユ
ニットより著しく小型化できる点にあるため、電子レ
ンジには 4 台の GaN 半導体発振器を内蔵した。また、
電子レンジの扉には、タブレット型コンピュータを埋
め込み、加熱温度や加熱場所の制御を視覚的に行える
ように工夫をした。さらに、電子レンジ内部には形状
や色、温度分布を観察するための各カメラも設置し、
これらの制御も扉のタブレットで観察できる。次の試
作機では食品のバーコードをカメラが読み込み、中に
入れた商品を自動判別し、その情報をデーターベース
からインターネットを介してダウンロードすることで
適切な加熱パターンで加熱できるようにする予定であ
る。また、電子レンジを遠隔で操作・監視ができるた
め、様々なサービスと連動させることができる。

次節からは、初期型インテリジェント電子レンジを
用いた食品加熱装置の実施例を紹介する 10）11）。

2. 3　食品の選択加熱の実証実験
コンビニで販売されているお弁当を用いて、各具材に

対する選択加熱の実験を行った。含まれている具材の
マイクロ波の加熱されやすさである tan δを測定する
と、ごはんが具材よりも低い値を示した。そこで、この
お弁当の食材の中で最も温めにくいごはんの選択加熱
を行った（図 3）。ごはんの加熱を電子レンジに指示す
ると、設定どおりにごはんの温度だけが 50℃以上に上
昇し、具材はほとんど加熱されないことが計測された。

図 1　�半導体発振器とマグネトロン発振器のスペクトル比
較と位相制御のイメージ 3）4）

図 2　�インテリジェント電子レンジ（第 4号機）の（a）外
観写真、（b）お刺身弁当、（c）ご飯だけが温まって
いるサーモグラフィーの図

図 3　�インテリジェント電子レンジによるお弁当内のご飯
だけを選択加熱する様子 3）4）

表 1　�半導体発振器とマグネトロン発振器の機能および性
能の比較 3）4）
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2. 4　食品の繊細加熱の実証実験
半導体発振器は数 W 程度の微弱なマイクロ波を発

振することが可能であるため、冷凍食品の解凍に適し
ている。そこで例としてアイスクリームの適温加熱を
行った。冷凍庫から出したばかりのアイスクリームは
約− 8℃でスプーンが通らない。しかし、これをイン
テリジェント電子レンジで約 15 秒間加熱するだけで
約− 2℃の食べごろに解凍できる 3）4）。誰もやらない
と思うが、既存の電子レンジでアイスクリームの解凍
を行うと、微弱な出力制御ができないため、数秒の加
熱で液体のアイスクリームになってしまう。インテリ
ジェント電子レンジを用いれば微弱なマイクロ波でア
イスクリームを繊細に加熱できるため、「食べごろに
解凍」を行うことができる。

2. 5　食品の繊細かつ選択加熱の実証実験
お寿司屋さんで海鮮丼を注文するとご飯は 10℃強

の温度で、海鮮具材は 3℃くらいであることが分かる。
海鮮丼のような異なった食材が一か所に盛り付けら
れ、さらに繊細に加熱をしなければならない場合、選
択加熱を繊細に行わなければならない。実際に、模擬
的な海鮮丼を作り冷蔵庫で 1 時間冷やすと、食材全体
が約 1℃程度に冷却された。そこでごはんを 10℃に、
海鮮具材を 3℃になるように電子レンジに指示を出し
た。微弱なマイクロ波を選択的に海鮮丼に照射すると、
海鮮具材を温めることなくご飯を適温に調整できるこ
とが、インテリジェント電子レンジを用いることで実
証された 3）4）。

3． 水素エネルギー貯蔵 / 移動への応用

ロケットや軍事目的として使用されてきた水素エネ
ルギーを、私たちの身近な二次エネルギーとして利用
する試みが様々な産業分野で進められている。水素か
ら電気へ変換するための燃料電池の開発が向上してい
るが、ガスである水素を輸送・貯蔵するための手段や
整備は発展途上である。現在、高圧圧縮法による水素
輸送・貯蔵が車載で採用されているが、それ以外の様々
な方法も検討されており、それらの特徴の体系化と実
用化試験が行われている 5）。例えば、経済産業省作成
の「水素・燃料電池戦略ロードマップ概要」では、い
くつかの手法の中で有機ハイドライド法が有望な技術
として挙げられている 6）。有機ハイドライド法とは、
水素を有機物質に化学結合し、安定な液体状態で水素
を貯蔵しながら、必要に応じて水素を化学反応で取り
出す技術である。これはナイアガラの滝で発電した電
気をドイツに輸出する際に、電気を一旦水素にエネル
ギー変換し、その水素を運ぶ際に有機ハイドライド法
により有機溶媒に物質変換し、タンカーなどでこれを

輸出する大プロジェクトのために開発された技術であ
る。代表的な有機ハイドライド材料として、メチルシク
ロヘキサン（MCH）⇔トルエン系が知られており水素の
貯蔵は MCH が担い、水素を取り出した後のトルエンは
再利用される（次の水素を添加して MCH に転換され
る）。すでに実証プラントも建設され、社会実装に向け
た最終段階にある技術であるが、MCH から水素を取り
出す脱水素反応では、触媒含有下で MCH を加熱する必
要があり、この加熱に必要なエネルギーが問題点となっ
ている。すなわち、水素を MCH から取り出すための加
熱エネルギーが、発生した水素エネルギーに勝るため、
余剰や再生可能エネルギーを利用しなければ収支が合
わなくなってしまう。このため、工場排熱などを利用し
た大型設備への設置は可能とされてきたが、小中規模利
用の水素発生機には不向きとされてきた。また、ヒー
ター加熱では短時間で水素を排出・停止することはでき
ないため、このような点からも必要な時に必要な量の水
素を出すことはできないと考えられてきた。筆者らはこ
れら 2 つの課題をマイクロ波で改善することに成功し、
その技術の要が半導体発振器であることを示唆した。

3. 1　マイクロ波有機ハイドライド法の実験
他の熱源ではまねのできない、マイクロ波独自の加

熱の一つとして選択加熱が知られている。たとえば、
無極性の溶液中に活性炭粒子を分散させると、活性炭
粒子だけがマイクロ波によって選択加熱できる。有機
ハイドライド剤であるメチルシクロヘキサン（MCH）
や生成物であるトルエンは無極性溶液であり、マイク
ロ波を照射しても加熱されない。しかし、MCH へ脱
水素反応に必要な Pt 担持活性炭触媒（Pt/AC）粒子
を分散させると、マイクロ波によって触媒だけが選択
的に加熱される（図 4a）。脱水素反応は Pt 触媒表面
でのみ進行するため、それ以外の加熱は無駄なエネル
ギーとなる。一方、既存のヒーター加熱などでは系全
体を伝熱で加熱するため、そのほとんどが無駄なエネ
ルギーとして損失してしまう（図 4b）。Pt 触媒だけ

図 4　�（a）マイクロ波加熱または（b）ヒーター加熱を用い
たPt/ 活性炭触媒分散メチルシクロヘキサン（MCH）
からの水素発生のイメージ図 5）
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を加熱できるマイクロ波選択加熱は省エネ的に水素発
生を行うことができ、有機ハイドライドの課題である
脱水素に必要な加熱エネルギーの削減に貢献できる革
新的な技術と考えた。

3. 2　ホットスポットによる触媒失活の改善
バッチ式反応容器を用いてマイクロ波有機ハイドラ

イド法によるメチルシクロヘキサンから水素を発生さ
せる反応を行った。反応時間初期では急速に水素が勢
いよく発生するものの、その後の水素の発生効率は
数％に低下してしまうことが分析された。この不可解
な現象の解明は難解であったが、マイクロ波照射下で
の Pt/AC 触媒近傍の様子をハイスピードカメラで観
察すると、微視的プラズマ（マイクロプラズマ）が瞬
間的に発生している様子が捕えられた（図5a）7）。また、
このマイクロプラズマの発光色から触媒表面が瞬間的
に 600℃～ 1200℃の非平行な高温場（ホットスポット）
が発生していることが分かった。初期の Pt 粒子は 2
～ 4 nm の粒径で活性炭表面に担持しているが、ホッ
トスポットが発生した後の活性炭粒子表面の Pt 粒子
は凝集して数百 nm ～数十μm に増大していること
が透過型電子顕微鏡（TEM）で観察された（図 5b）。
したがって、マイクロ波による触媒選択加熱を利用し
た有機ハイドライド法では、ホットスポットによって
触媒が失活してしまい、これによって水素の発生量が
低下してしまうことが示唆された。このため、ホット
スポット発生を抑制することがこの手法を実施するた
めの重要因子と考え、これを明確にする研究を行った。
様々な検討から抑制方法の一つとして、マイクロ波出
力や周波数を安定化させることが重要であることが分
かり、これを達成させるには半導体発振器が最適であ
ることが分かった。

メチルシクロヘキサン（MCH）⇔トルエン系による
水素連続発生実験を、半導体発振器を有したマイクロ
波加熱（MWH）装置で実践した。メチルシクロヘキ
サンはポンプにより Pt/ 活性炭（Pt/AC）触媒を詰め
た反応容器へ連続的に導入し、反応後の水素とトルエ
ンをガスクロマトグラフィーで連続分析することで水

素の濃度を連続モニターした。セラミックヒーター
（CH）と断熱材を併用した既存の加熱による水素発生
実験も反応容器や触媒が同じ条件で比較した。MWH
法では、断熱材を使用いていなかったにもかかわらず、
加熱 30 秒以内に 97% の水素発生量が観測され（図 6）、
その後の連続反応を続けても約 95% 以上の水素発生
量を維持した。また、数時間の連続運転を行ってもホッ
トスポットの発生は観測されなかった。一方、CH 法
では断熱材を巻いていたにもかかわらず、ヒーターの
昇温に時間が掛かることから、96% 以上の水素発生
率を維持するには約 30 分以上の余熱が必要であった。
さらに、MWH 法ではマイクロ波照射を止めるとすぐ
に冷却されることから、自然災害や装置不良などのト
ラブルが生じても、即時水素発生の停止ができるが、
CH 法ではヒーターの電源を止めても 26 分間はヒー
ター予熱により水素が生成し続けた。MWH 法におけ
る総消費電力はおおよそ 15 W であったが、CH 法で
は 120 W であり、水素エネルギーを取り出すために
必要な電力を 1/8 に低下させることに成功した。この
時、生成した水素エネルギーを燃料電池で電気に変換
すると 19 W 程度になり、マイクロ波を用いることで
エネルギーの 採算が合うことが分かった。本実験で
実証した結果をもとに、30 倍にスケールアップする
ことで家庭用エネファーム（700 W）の最大発電量を
まかなえることも理論上分かった。

4． 植物を有効育成への応用

4. 1　マイクロ波植物有効育成法
多くの読者が「マイクロ波で植物を有効に育成でき

る」と聞いて、不思議と思う人が多いのではないだろ
うか。野菜（植物）を電子レンジ（マイクロ波）で調
理加熱することはあっても、育成に利用した例はない
と考えられる。よく「どうしてマイクロ波を植物にあ
てようと思ったか？」と聞かれることが多いが、マイ
クロ波は光合成に必要な光と同じ種類のエネルギー

（電磁波）であり、植物はマイクロ波も受け入れてく

図 5　�（a）マイクロ波照射下におけるメチルシクロヘキサ
ン中の分散Pt/活性炭触媒から発生するホットスポッ
トのハイスピードカメラ写真、（b）ホットスポット
の発生によって凝集したPt 触媒の TEM像 7）

図 6　�マイクロ波有機ハイドライド法と既存法による連続
水素発生の比較 5）
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れると考えた。しかし、光とは波長が異なるため、植
物の体の中の分子レベルでは光とは異なったエネル
ギー作用があり、植物はこれを良い刺激（有効刺激）
と感じてくれればと考えた。また、マイクロ波は人工
的に作られた電磁波であり、自然界では存在しないた
め、現在に至る植物の進化の過程で、マイクロ波を浴
びたことはなかったはずであり、これも適度な有効刺
激につながると考えた。一方、私たちはマイクロ波を
化学反応における非熱的なエネルギーとして利用でき
る研究を先導的に行っており、エネルギーの中で最も
質の高い電磁波（マイクロ波）エネルギーを、最も質
の低い熱エネルギーに変換することなく、質を保った
まま植物に有効刺激として与えることができれば、何
か新しい現象が植物の中で起こることを直感的にイ
メージして実験をスタートした。

初期の実験ではモデル植物としてシロイヌナズナ
（Arabidopsis thaliana: Columbia）を利用した。実験
は再現性を重視するため、グロースチャンバーで温度・
湿度・光を調整しながら育成を進めた。播種後 14 日
目にシロイヌナズナを取り出し、微弱なマイクロ波を
約 1 時間照射し、その後すぐにグロースチャンバーへ
戻し、引き続き育成をグロースチャンバー内で続けた。
実験は様々な条件（マイクロ波の出力、照射時期、照
射時間）などを変化させ、スクリーニング的に実験を
行った。またマイクロ波照射時にサーモグラフィーや
ファイバー温度計を用いて温度観察を行ったが、培養
土や芽の温度変化は観測されなかった。マイクロ波照
射条件は限定されており、この条件から外れてしまう
と、シロイヌナズナの育成に変化が生じないか、枯れ
てしまうことも分かった。このため、マイクロ波発振
器は半導体発振器を用いることが重要であることが分
かった。比較のためにマイクロ波照射を行っていない
コントロール植物も、種、播種時期、様々な環境条件
をそろえて育成を行った。

播種後 14 日目のシロイヌナズナにマイクロ波有効
刺激を 1 時間与えた後の、38 日後の植物体の直径（葉
のサイズ）を測定したが、大きな差は観測されなかっ
た。一方、同じ植物の花序茎の高さは、マイクロ波有
効刺激を行うことで約 16 cm に成長したが、これは無
刺激に比べ約 2 倍の成長促進であった（図 7）。また、
育成に対する継時変化の観測から、シロイヌナズナの
生殖成長期への移行がマイクロ波有効刺激によって著
しく促進し、それに伴い序茎の成長が大きく促進され
ることが分かった。マイクロ波は 14 日目のシロイヌ
ナズナに 1 時間だけ照射しただけであるが、この有効
刺激が後の育成に持続的に影響を与え、成長の促進を
促したと考えられる。

マイクロ波は熱源でもあることから、マイクロ波に
よってシロイヌナズナが細胞レベルで加熱され、この
熱的ストレスによって花序茎の育成速度を変化させた

可能性もあるため、播種後 14 日目のシロイヌナズナ
に 40℃の熱風を 1 時間あてた実験を行い、その成長
を観測した。熱風をあてたシロイヌナズナの成長はマ
イクロ波有効刺激のような成長発現は確認されなかっ
た。また、細胞レベルでのマイクロ波熱的効果を調べ
るため、高温応答遺伝子である HSP70 および MBF1c
の発現を調べたがマイクロ波照射によってこれらの遺
伝子が発現していないことも分かった。したがって、
本研究における植物の成長促進は熱エネルギーによる
ものではなくマイクロ波特有の効果によって引き起こ
されたと考えられる。

また、本手法は成長促進だけではなく様々な効果が
表れることが分かった。例えば、植物は高温条件での
生存は困難であるが、植物育成の初期で微弱なマイク
ロ波を数十分照射しすると 44℃の温度環境下でも植
物の生存率が 30% 以上向上することが分かり、気温
によって耕作が不向きな土地でも植物を育てることが
できる。この現象を利用すれば、砂漠の緑地化や計画
的バイオマス生産などにも貢献できる可能性があると
考えられる。

4. 2　マイクロ波の照射方法
本技術の利点は微弱なマイクロ波を短時間 1 度だけ

植物の育成初期の芽または種子に照射することで、植
物がそれを刺激と感じ、継続的に良い影響を受ける点
にある。したがって、マイクロ波有効刺激を植物の育
成の生涯にわたり与える必要はなく、畑や植物工場内
部にマイクロ波装置を設置する必要もない。例えば、
育成初期の芽または種子をベルトコンベアとマイクロ
波照射装置を組み合わせた連続マイクロ波有効刺激装
置を用いて、大量の植物へ有効刺激を与えることで、
種苗段階で生産プロセスを構築できる。この時に、安
定的なマイクロ波出力と周波数が必要となるため、半
導体発振器は重要な技術因子になる。一方、すでに播
種がされている植物には、マイクロ波をドローンなど
の移動体で照射しながら、マイクロ波有効刺激を連続
的に当てることができる（図 8）。あらかじめ様々な

図 7　�（a）無刺激によるシロイヌナズナと（b）マイクロ波
有効刺激法の成長比較 8）
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情報をデーターベース化することで、カメラを積んだ
ドローンを用いれば、GPS やセンターによって自動
飛行化させたドローンにより、各植物に対して最適な
条件でマイクロ波有効刺激を与えることができる。こ
の時、マグネトロンでは重量や振動の問題からドロー
ンへの積載はできない。しかし、半導体発振器ならそ
れが可能になる。現在、農業を IoT 化する試みが積
極的に行われているが、本方式も電気の力で有効刺激
を与えることができるため、IoT 農業に組み込むこと
は容易であり、他の技術との組み合わせによるさらな
る相乗効果が期待できる。

5． 半導体発振器の応用先の市場

半導体発振器における各用途別の市場動向を図 9 に
示す。放送や通信基地局の需要は飽和することが予想
されているが、照明やヘッドライト、電子レンジ、自
動車のプラグなどの用途が著しく向上している。2020
年には、その需要が放送や通信基地局の需要に切迫し、
それ以降は追い越すことが予想されている。また、昨今
では医療応用へのアプローチも積極的に進んでいる。

6． 最後に

マイクロ波加熱は家庭や産業分野へ広く普及し、こ
れは半世紀以上続いたこの分野の技術革新の成果であ
る。現在ではマイクロ波は成熟した技術に位置付けら
れており、その工学的研究者や技術者の数は年々減っ
ている。しかし、マイクロ波を電磁波エネルギーとと
らえ、その特徴を生かしたマイクロ波本来の実力や魅
力を引き出す利用は、未だ可能性を秘めている。これ
を引き出す最大限の道具として半導体発振器は必要不
可欠な装置といえる。本稿では、筆者らが行ってきた
研究の一端を紹介したが、これ以外にもイノベーショ
ンを秘めた魅力的な事例は数多くある。さらに、アイ
デア次第では思いもよらない分野への利用も進むかも
しれない。本稿がそれらに繋がる「ヒント」になれば

幸いである。

7． 謝辞

本研究は企業や他の大学の研究者らによる支援とア
ドバイスにより、遂行できたことを感謝の念とともに
ここへ記す。

参考文献

1）　S. Horikoshi, N. Serpone, Microwaves in Organic 
Synthesis, 3rd edition, Chapter 9, pp. 377-423 (2012) 
(Editors: A. de la Hoz and A. Loupy), Wiley-VCH 
Verlag, GmbH, Weinheim, Germany.

2）　S. Horikoshi, T. Nakamura, M. Kawaguchi, N. 
Serpone, Enzymatic proteolysis of peptide bonds by 
a metallo-endoproteinase under precise temperature 
control with 5.8-GHz microwave radiation, J. Mol. 
Catal. B: Enzyme, 116, pp. 52-59 (2015).

3）　S. Horikoshi, Selective Heating of Food using a 
Semiconductor Phase Control Microwave Cooking 
Oven, IMPI’S 49th Microwave power symposium, 
San Diego, California, USA, (2015).

4）　堀越　智、マイクロ波加熱の基礎と産業応用事例　
（監修：福島英沖、吉川昇）、第 10 章、R ＆ D 支援セ
ンター出版（2017 出版）．

5）　堀越　智，マイクロ波有機ハイドライド法による省
エネ型水素輸送および貯蔵技術の開発，クリーンエ
ネルギー，Vol. 7，（2017）15-23.

6）　http://www.meti.go.jp/press/2015/03/20160322009/
20160322009-c.pdf

7）　S. Horikoshi, M. Kamata, S. Sakamoto, T. Mitani, 
N. Serpone, Control of microwave-generated hot 
spots. Part VI. Generation of hot spots in dispersed 
catalyst particulates and factors that affect catalyzed 
organic syntheses in heterogeneous media, Ind. Eng. 
Chem. Res., 53, (2014) 14941-14947.

8）　長谷川泰彦、鈴木伸洋、浅野麻美子、堀越　智、日
本電磁波エネルギー応用学会 , 植物に対するマイク
ロ波の影響とそのメカニズムに関する研究，（2015）．

図 8　�GaN 半導体発振器を接続したドローンによりマイク
ロ波有効刺激を植物に連続的に与える実験の様子

図 9　半導体発振器の市場変化の予測




